
ブドウ法人経営体の経営再建に向けた取組
活動期間：平成29年～令和４年

〇ブドウ法人Mは、30年を超える老木の樹勢低下や害虫被害等で平成25年
頃から収量が低下し、経営が悪化した。
〇指導所は、平成29年から関係機関と連携し、市場性の高い品種への改植
や樹勢強化への技術対策を提案し、収量増加を目指した。また、法人内の組
織体制変更に伴う従業員育成や経営管理、労働環境の改善を支援した。。
〇令和２年から、樹勢の回復や改植が進んだことで収量も増加し、令和４年
のブドウ販売額は、目標以上の２億円を突破した。

具体的な成果

１ ブドウの販売額アップ
■新たな剪定法や施肥、加温体系の見直し
で、令和２年から樹勢が回復し、シャインマ
スカットへ改植も進み、令和４年販売額は、
２億円（H29：1.4億円）を突破した。

２ 経営改善から労働環境改善への取組

■経営改善では、法人自らが作業内容や資
金繰り等の予実管理を実施可能となった。
班長によるミーティングが定着し、栽培管理
の情報共有や技術統一が進んだ。

■労働環境改善では、モラルサーベイ（従
業員への意識調査）後に、賃金体系や退職
金、変形労働時間制を導入し、従業員の離
職率低下やモチベーション向上につながっ
た。

普及指導員の活動

平成29～30年【技術統一及び樹勢強化】
■組合長及び班長と月2回の生育調査を実
施し、技術統一や樹勢強化の取組を支援し
た。体制強化に向け、関係機関（JA、市、
県）と役割分担して支援した。

令和１～３年【改植に向けた支援】
■植栽図を作成し、改植計画を作成。
■班長へ改植の植付技術講習を実施。

令和２～４年【樹勢強化、作業進捗管理】
■肥大期の加温体系変更。
■班長自らが設定した計画に対し、毎月の
班長・経営会議で作業進捗を支援。

平成29～令和４年【人材確保及び労働環境
改善支援】
■大学校等雇用就農ガイダンス参加促進。
■従業員の処遇改善に向け、モラルサーベ
イを提案・実施。

普及指導員だからできたこと

・県外の情報を分析し、農業革新支援担当
や試験研究機関と連携して技術導入に向
け助言できた。

・技術と経営の両面から分析し、着実に改
植を実施できた。

・経営体との信頼関係を強みに、従業員の
人材育成や労働改善まで踏み込んだ活動
ができた。
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広島県 
ブドウ法人経営体の経営再建に向けた取組 

 
活動期間：平成 29年度～令和４年度 

 
１．取組の背景 

広島県三次市の法人 Mは、昭和 63年に設立され、現在 8.5haの栽培面積で

経営している。30年を超える老木が増えたことによる樹勢低下や平成 25年の

甚大な害虫被害で収量が低下し、急激に経営が悪化した。指導所は、関係機

関（三次市、JA ひろしま三次）と連携し、商品価値の高いシャインマスカッ

トへの改植や樹勢強化のための技術対策を提案し、生産性向上と品質向上を

目指した。また、組合内の組織体制が変更されたことに伴う従業員への技術

向上や経営改善に向けた経営管理支援、人材確保･定着のための労働環境改善

を行った。 

 
２．活動内容（詳細） 
（１）法人内の組織強化に向けた体制支援 

  平成 29年、統括班長のもと３班体制とし、班長と副班長を置いた。経営

改善では、関係機関と支援チームを作り、月１回の経営会議を開催した。

組合長と会計担当が出席し、資金繰り表による経営状況の確認、労働コス

ト、従業員のモチベーションに繋がる労働環境の改善、販売対策を協議し

た。月２回の班長会議では、組合長と班長の意思疎通を図るため、主に作

業の進捗状況の確認を行う場とした。また、班長会議の前には必ず組合長、

班長、関係機関が一緒に生育調査を実施し、当面の栽培技術を確認した。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（２）栽培技術支援 

老木の樹勢低下が、販売額の低下など経営上、大きな課題であったため、

樹勢強化に取り組んだ。この樹勢強化が可能な樹では、ロケット式剪定に

よる主枝の樹勢強化や施肥改善、果実肥大を促進する加温体系の見直しを

提案し、実施された。樹勢回復が難しい樹では、収量や品質、生産性を考

慮した「シャインマスカット」への改植提案を行い、経営的に無理がない

よう、計画的な改植を進めた。 

法人 M への支援体制 

法人 M 
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（３）経営管理支援 

   当面の経営改善では、５年後の経営状態を明確化した営農計画作成を支

援し、月１回の経営会議で、自ら予実管理が実施できるよう促した。令和

元年に会計担当を配置し、重点的に支援した結果、営農計画策定や生産デ

ータの整理、月別の資金繰り表の作成を自ら行えるようになった。とくに

コスト管理を軸に、営農計画の進捗管理と併せ、データ分析を支援した。

また、月２回の班長会議では、班長が受け持つほ場の生育状況や作業進捗

を確認し、当組合内の情報共有を促進するとともに当面の栽培技術につい

て助言を行った。 

   人材の確保では、県立農業技術大学校の雇用就農ガイダンスへの参加を

促し、大学校の卒業生をはじめ目標とした従業員 30人の確保に繋がった。 

  労働環境の改善では、労働保

険や社会保険に加えて、さらな

る従業員の働き方改革や処遇改

善を進めるため、平成 29年から

アンケートによるモラルサーベ

イ（従業員意識調査）を提案実

施し、翌年から変形労働時間制

や賃金ベースアップ制等を導入

し、就業規則の整備が行われた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．具体的な成果（詳細） 
（１）ブドウの販売額アップ 

平成 29年以降、天候の影響を受けて品質が低下する年もあったが、樹勢

強化で実施した剪定法や施肥、加温体系の見直しの効果が見られ始め、令

和２年以降は樹勢の回復で、結実期に充実した新梢が確保され、肥大が促

進して房重量も増加した。また、シャインマスカットへの改植も順調に進

んだことで収量も大幅な増加に転じた。その結果、ブドウ販売額は、目標

以上の２億円を突破した。 
 
 

労働環境改善でモラルサーベイ

によるアンケート実施 
班長会議の様子 
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（２）経営改善から労働環境の改善に 
営農計画の進捗状況を確認するため、月１回の経営会議を支援した結果、

組合員が主体的に作業内容や資金繰り等の予実管理が実行できるようにな

った。また、各班長による毎日のミーティングも定着し、生育状況や栽培

管理等の情報共有が進んだ。 

大学校卒業生の雇用により、栽培技術の早期習得が可能となり、当法人

には好循環となった。また、販売額が向上したことで、賃金ベースアップ

や退職金制度、変形労働時間制が導入されて勤務日と休日が明確となり、

従業員の離職回避やモチベーションアップにも繋がった。 

 
４．農家等からの評価・コメント（法人М 組合長） 

組織体制を変更した当初は、技術向上や組織運営の面で不安があったが、

関係機関の協力で新たな取組にもチャレンジし、その結果、収量向上や販

売額が増加したことで自信を深めることができた。こうした経営改善の取

組から、新たに組合長を引き受けることができた。 
 
５．普及指導員のコメント（北部農業技術指導所・主任・信清裕一） 

 従業員主体で作業の進捗管理を行うための班長会議とモラルサーベイを

はじめとした経営者と従業員のコミュニケーションにより活気ある生産体

制を構築されている。引き続き、組合 M の経営戦略を検討することに対し

て支援していきたい。 
 
６．現状・今後の展開等 

令和５年２月の総会で、組合長が若手リーダーへ経営移譲された。設立

から 30年以上、当組合を経営したベテラン組合長から事業継承するにあた

り、専門家や関係機関が協議を続け、これまでの栽培や経営ノウハウを見

える化しながら、円滑な世代交代を図っていく。 
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ブドウ販売額の推移 
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